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(単位：千円）

資産の部

Ⅰ　固定資産
１　有形固定資産

土地 6,247,729

減損損失累計額（▲） ▲ 6,575 6,241,154

建物 8,681,547

減価償却累計額（▲） ▲ 2,986,467 5,695,080

構築物 502,442

減価償却累計額（▲） ▲ 183,407 319,035

車両運搬具 31,607

減価償却累計額（▲） ▲ 23,510 8,097

工具器具備品 1,058,052

減価償却累計額（▲） ▲ 733,958 324,093

図書 1,156,616

美術品・収蔵品 108,240

建設仮勘定 126,803

有形固定資産合計 13,979,118

２　無形固定資産

特許権 600

ソフトウェア 130,800

電話加入権 132

無形固定資産合計 131,532

３　投資その他の資産

その他 343

投資その他の資産合計 343

固定資産合計 14,110,993

Ⅱ　流動資産
現金及び預金 1,025,861

未収学生納付金収入 631

徴収不能引当金（▲） ▲ 631 －

その他未収入金 1,225

貯蔵品 378

前払費用 648

立替金 589

その他 10

流動資産合計 1,028,711

資産合計 15,139,705

貸　借　対　照　表
（平成３０年３月３１日）
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負債の部

Ⅰ　固定負債
資産見返負債

資産見返運営費交付金等 470,342

資産見返補助金等 21,702

資産見返寄附金 128,593

資産見返施設費 2,214

資産見返物品受贈額 912,306

建設仮勘定見返寄附金 1,604

建設仮勘定見返施設費 125,199 1,661,960

長期寄附金債務 156,878

長期リース債務 117,483

資産除去債務 2,940

固定負債合計 1,939,261

Ⅱ　流動負債
資産見返負債

資産見返物品受贈額 1 1

寄附金債務 162,746

預り科学研究費補助金等 13,574

預り金 123,954

未払金 190,214

リース債務 43,220

未払消費税等 932

その他 321

流動負債合計 534,962

負債合計 2,474,223

純資産の部

Ⅰ　資本金
島根県出資金 13,894,559

資本金合計 13,894,559

Ⅱ　資本剰余金
資本剰余金 1,583,224

損益外減価償却累計額（▲） ▲ 3,187,076

損益外減損損失累計額（▲） ▲ 6,575

損益外利息費用累計額（▲） ▲ 67

資本剰余金合計 ▲ 1,610,493

Ⅲ　利益剰余金
前中期目標期間繰越積立金 85,338

教育研究及び業務運営充実積立金 276,904

当期未処分利益 19,173

（うち当期総利益　19,173千円）

利益剰余金合計 381,416

純資産合計 12,665,482

負債純資産合計 15,139,705
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(単位：千円）

経常費用
業務費

教育経費 508,700
研究経費 152,607
教育研究支援経費 225,337
受託研究費 1,432
受託事業費 25,074
役員人件費 35,617
教員人件費 1,312,654
職員人件費 688,657 2,950,078

一般管理費 396,419
財務費用

支払利息 1,234
経常費用合計 3,347,732

経常収益
運営費交付金収益 1,685,641
授業料収益 899,424
入学金収益 139,640
検定料収益 42,139
受託研究等収益

受託研究等収益（国又は地方公共団体） 409
受託研究等収益（国又は地方公共団体以外） 1,023 1,432

受託事業等収益
受託事業等収益（国又は地方公共団体） 25,578
受託事業等収益（国又は地方公共団体以外） 192 25,771

寄附金収益 31,049
補助金等収益 98,333
施設費収益 196,525
資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金等戻入 38,962
資産見返補助金等戻入 3,983
資産見返寄附金戻入 2,285
資産見返施設費戻入 1,155
資産見返物品受贈額戻入 29,861 76,247

財務収益
受取利息 188

雑益
財産貸付料収入 72,136
その他雑益 18,968 91,105

経常収益合計 3,287,493

経常損失（▲） ▲ 60,238

臨時損失
固定資産除却損 737 737

当期純損失（▲） ▲ 60,975

前中期目標期間繰越積立金取崩額 80,148

当期総利益 19,173

損　益　計　算　書
（平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日）
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(単位：千円）

▲ 711,457

▲ 2,046,755

▲ 372,581

1,765,473

812,906

137,481

40,662

2,494

26,822

108,287

98,494

▲ 4,488

93,837

▲ 94,517

▲ 143,342

▲ 625,175

728,256

▲ 152,852

▲ 131,277

495,842

▲ 43

314,751

188

314,939

▲ 59,878

▲ 59,878

▲ 1,234

▲ 61,112

110,485

898,201

1,008,686Ⅵ　資金期末残高

　　　　　小計

　　　　　利息の支払額

　　　 財務活動によるキャッシュ･フロー

Ⅳ　資金増加額

Ⅴ　資金期首残高

　　　　　リース債務返済による支出

　　　　　有形固定資産の取得による支出

　　　　　無形固定資産の取得による支出

　　　　　施設費による収入

　　　　　投資その他の資産の取得による支出

　　　　　小計

　　　　　利息及び配当金の受取額

　　　 投資活動によるキャッシュ･フロー

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　　寄附金収入

　　　　　補助金等収入

　　　　　補助金等の精算による返還金の支出

　　　　　その他の業務収入

　　　　　預り金の増減額

　　 　業務活動によるキャッシュ･フロー

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ･フロー

　　　　　定期預金の預け入れによる支出

　　　　　定期預金の払い戻しによる収入

　　　　　受託事業等収入

キャッシュ･フロー計算書
（平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ･フロー

　　　　　原材料、商品又はサービスの購入による支出

　　　　　人件費支出

　　　　　その他の業務支出

　　　　　運営費交付金収入

　　　　　授業料収入

　　　　　入学金収入

　　　　　検定料収入

　　　　　受託研究等収入
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(単位：円）

Ⅰ　当期未処分利益 19,173,287

当期総利益 19,173,287

Ⅱ　利益処分額

地方独立行政法人法第４０条第３項により

島根県知事の承認を受けた額

教育研究及び業務運営充実積立金 19,173,287 19,173,287

利益の処分に関する書類
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(単位：千円）

Ⅰ　業務費用

（１）　損益計算書上の費用

業務費 2,950,078

一般管理費 396,419

財務費用 1,234

臨時損失 737 3,348,468

（２）　（控除）自己収入等

授業料収益 ▲ 899,424

入学金収益 ▲ 139,640

検定料収益 ▲ 42,139

受託研究等収益 ▲ 1,432

受託事業等収益 ▲ 25,771

寄附金収益 ▲ 31,049

資産見返寄附金戻入 ▲ 2,285

財務収益 ▲ 188

雑益 ▲ 81,892 ▲ 1,223,819

　　 業務費用合計 2,124,649

Ⅱ　損益外減価償却相当額 320,275

Ⅲ　損益外除売却差額相当額 3,062

Ⅳ　引当外賞与増加見積額 2,674

Ⅴ　引当外退職給付増加見積額 ▲ 15,015

Ⅵ　機会費用

地方公共団体財産の無償又は減額さ

れた使用料による貸借取引の機会費用 1,202

島根県出資の機会費用 5,299 6,502

Ⅶ　行政サービス実施コスト 2,442,146

行政サービス実施コスト計算書
（平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日）
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注    記 

 

Ⅰ 重要な会計方針 

１ 運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 

  期間進行基準を採用しています。 

  なお、退職一時金については費用進行基準を採用しています。 

２ 減価償却の会計処理方法 

（１）有形固定資産 

定額法を採用しています。 

耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としています。 

なお、研究期間に定めがある受託研究収入により購入した償却資産については、当該研究

期間を耐用年数としています。 

主な資産の耐用年数は以下のとおりです。 

建物      ５年～４７年    構築物     １０年～５０年 

工具器具備品  ２年～１５年    車両運搬具    ４年～ ６年 

また、特定の償却資産（地方独立行政法人会計基準第８５）の減価償却相当額については、

損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除しています。 

（２）無形固定資産 

定額法を採用しています。 

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基

づいて償却しています。 

３ 引当金の計上基準 

（１）退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

役員及び職員の退職一時金については、運営費交付金により財源措置がされるため、退職

給付に係る引当金は計上していません。 

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、地方独立行

政法人会計基準第８７第４項に基づき計算された退職一時金に係る当事業年度末の引当外

退職給付見積額から前事業年度末における同見積額を控除した額を計上しています。 

（２）賞与に係る引当金及び見積額の計上基準 

賞与については、運営費交付金により財源措置がされるため、賞与に係る引当金は計上し

ていません。 

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、当事業年度末に

おける引当外賞与見積額（翌期の運営費交付金から充当される賞与支給見込額のうち、当事

業年度の支給対象期間に応じる額）から、前事業年度末における同見積額を控除した額を計

上しています。 

（３）徴収不能引当金の計上基準 

   将来の授業料の滞納による損失に備えるため、滞納にかかる回収可能性を個別に勘案し

て計上しています。 

４ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品について、最終仕入原価法による低価法を採用しています。 

５ 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

（１）地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法 

近傍類似地より比準した固定資産評価相当額を参考に計算しています。 

（２）地方公共団体出資の機会費用の計算方法 

平成３０年３月末における国債利回りを参考に０．０４３%で計算しています。 

６ リース取引の会計処理 

リース料総額が３，０００千円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取

引に係る方法に準じた会計処理によっています。 
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７ 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっています。 

８ 記載金額は千円未満を四捨五入して表示しています。 

ただし、利益の処分に関する書類については、円単位で表示しています。 

 

Ⅱ 貸借対照表関係 

１ 引当外退職給付見積額 

翌期以降の運営費交付金から充当されるべき退職給付見積額は、１，０９１，９１７千円で

す。 

２ 引当外賞与見積額 

翌期の運営費交付金から充当されるべき賞与見積額は１０５，９４３千円です。 

 

Ⅲ キャッシュ・フロー計算書関係 

１ 資金の期末残高の貸借対照表科目別内訳 

平成３０年３月３１日 

現金及び預金                 １，０２５，８６１千円 

定期預金                     ▲１７，１７５千円 

資金期末残高                 １，００８，６８６千円 

２ 重要な非資金取引 

（１）現物寄附による資産の取得               ５，９２４千円 

（２）ファイナンス・リースによる資産の取得       １２３，９５２千円 

 

Ⅳ 行政サービス実施コスト計算書関係 

（１）引当外賞与増加見積額及び引当外退職給付増加見積額には、島根県からの派遣職員に係る

ものが▲２，５４３千円及び▲６０，２７４千円含まれています。 

（２）機会費用のうち設立団体（島根県）に係る額       ６，２５３千円 

 

Ⅴ 重要な債務負担行為 

該当事項はありません。 

 

Ⅵ 重要な後発事象 

該当事項はありません。 

 

Ⅶ 金融商品の時価等に関する事項 

１ 金融商品の状況 

  資金運用については、公立大学法人島根県立大学財務及び会計に関する規則第 30 条の規定

により、地方独立行政法人法第 43 条に規定する国債、地方債、政府保証債、預金等に限定し

ています。 

２ 金融商品の時価等  

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。 

（単位：千円）   

 貸借対照表計上額

（※1） 

時価（※1） 差額（※1） 

（1）現金及び預金 

（2）その他未収入金 

（3）リース債務 

（4）預り金 

（5）未払金 

       1,025,861 

1,225 

         (160,703)         

(123,962) 

(190,214) 

  1,025,861 

1,225 

(162,436) 

(123,962) 

(190,214) 

－ 

－ 

(1,733) 

－ 

－ 

（※1）負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。 
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（注 1）金融商品の時価の算定方法 

  （1）現金及び預金及び（2）その他未収入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっています。 

（3）リース債務 

元利金の合計額を新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り

引いて算定する方法により算定しています。 

（4）預り金及び（5） 未払金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっています。 

 

Ⅷ 賃貸等不動産の時価等に関する事項 

学生寮及び教職員宿舎を有しています。 

期末日における貸借対照表計上額及び時価については、次のとおりです。 

（単位：千円）   

貸借対照表計上額 当期末の時価 

前期末残高 当期増減額 当期末残高 

2,024,594 ▲45,484 1,979,110 1,635,444 

（注 1）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。 

（注 2）当期増減額は、当期減価償却による減額です。 

（注 3）当期末の時価は、土地に関しては路線価等に基づいて当法人で算定した金額、建物 

に関しては平成２９年度末の帳簿価格（貸借対照表計上額）です。 

また、平成２９年度における収益及び費用等については、次のとおりです。 

（単位：千円） 

賃貸収益 賃貸費用 

61,713 58,429 

 

Ⅸ 資産除去債務に関する事項 

（１）資産除去債務の概要 

土地無償貸付契約による土地の原状回復義務です。 

（２）資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間を残存耐用年数に基づいて見積り、使用見込期間に対応した利付国債の流通

利回りにより割引いて算定しています。 

（３）当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減 

期首残高                2,940千円 

有形固定資産の取得に伴う増加額      －千円 

時の経過による調整額          －千円 

資産除去債務の履行による減少額     －千円 

その他の増減額             －千円 

期末残高               2,940千円 

（４）貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務 

浜田市との土地無償貸付契約に基づき、貸付期間の満了に伴う浜田市無償貸付土地の原状

回復義務を有していますが、当該土地は大学敷地として使用しており、貸付期間の満了時期

が明確でなく、資産除去債務を合理的に見積もることができません。このため、当該債務に

見合う資産除去債務を計上していません。 



附属明細書

（１）　固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（第８５「特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び第８９「資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計

　　　処理」による損益外減価償却相当額を含む。）並びに減損損失の明細

減損損失累計額

当期償却額 当期損益内 当期損益外

建物 8,508,342 72,103 1,423 8,579,022 2,946,472 280,391 － － － 5,632,550

構築物 173,964 － 4,635 169,329 74,010 16,503 － － － 95,319

工具器具備品 212,266 146,049 3,275 355,040 166,593 23,381 － － － 188,446

計 8,894,572 218,152 9,334 9,103,391 3,187,076 320,275 － － － 5,916,315

建物 100,666 2,974 1,115 102,525 39,995 7,068 － － － 62,530

構築物 331,968 1,145 － 333,113 109,397 10,066 － － － 223,716

車両運搬具 31,607 － － 31,607 23,510 3,515 － － － 8,097

工具器具備品 736,452 44,749 78,189 703,012 567,365 81,159 － － － 135,647

図書 1,137,975 48,378 29,736 1,156,616 － － － － － 1,156,616

計 2,338,669 97,245 109,040 2,326,874 740,268 101,807 － － － 1,586,606

土地 6,247,729 － － 6,247,729 － － 6,575 － － 6,241,154

美術品・収蔵品 108,240 － － 108,240 － － － － － 108,240

建設仮勘定 125,199 1,604 － 126,803 － － － － － 126,803

計 6,481,168 1,604 － 6,482,772 － － 6,575 － － 6,476,197

土地 6,247,729 － － 6,247,729 － － 6,575 － － 6,241,154

建物 8,609,009 75,077 2,538 8,681,547 2,986,467 287,458 － － － 5,695,080

構築物 505,932 1,145 4,635 502,442 183,407 26,569 － － － 319,035

車両運搬具 31,607 － － 31,607 23,510 3,515 － － － 8,097

工具器具備品 948,718 190,798 81,465 1,058,052 733,958 104,540 － － － 324,093

図書 1,137,975 48,378 29,736 1,156,616 － － － － － 1,156,616

美術品・収蔵品 108,240 － － 108,240 － － － － － 108,240

建設仮勘定 125,199 1,604 － 126,803 － － － － － 126,803

計 17,714,409 317,001 118,374 17,913,036 3,927,343 422,082 6,575 － － 13,979,118

特許権 2,399 － － 2,399 1,799 300 － － － 600

ソフトウェア 6,505 131,277 － 137,782 6,982 699 － － － 130,800

電話加入権 132 － － 132 － － － － － 132

計 9,036 131,277 － 140,313 8,781 999 － － － 131,532

その他 300 43 － 343 － － － － － 343

計 300 43 － 343 － － － － － 343

（単位：千円）

非償却資産

有形固定資産合計

有形固定資産
(特定償却資産)

無形固定資産

投資その他の資産

差引当期
末残高

摘　要

有形固定資産
(特定償却資産以外）

期末残高期首残高 当期増加額 当期減少額資　　産　　の　　種　　類
減価償却累計額
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（２）　たな卸資産の明細

当期購入 その他 払出 その他

貯蔵品 389 2,500 － 2,510 － 378

計 389 2,500 － 2,510 － 378

（３）　有価証券の明細

（３）－１　流動資産として計上された有価証券

　　　　　　　 該当事項がないため、記載を省略しています。

（３）－２　投資その他の資産として計上された有価証券

　　　　　　　 該当事項がないため、記載を省略しています。

期首残高種　 類 期末残高 摘　要
当期増加額 当期減少額

（単位：千円）
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（４）　長期貸付金の明細

　　　　　該当事項がないため、記載を省略しています。

（５）　長期借入金の明細

　　　　　該当事項がないため、記載を省略しています。

（６）　引当金の明細

（６）－１　引当金の明細

　　　　　該当事項がないため、記載を省略しています。

（６）－２　貸付金等に対する貸倒引当金の明細

期首残高 当期減少額 期末残高 期首残高 当期減少額 期末残高

未収学生納付金収入 1,318 ▲687 631 1,265 ▲634 631 （注）

（７）　資産除去債務の明細

区　　　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

賃借契約に基づく原
状回復義務

2,940 － － 2,940

計 2,940 － － 2,940

（８）　保証債務の明細

　　　　　該当事項がないため、記載を省略しています。

地方独立行政法人会計基準第89の特
定有り

貸付金等の残高 貸倒引当金
摘　要

（注）　「重要な会計方針３（３）徴収不能引当金の計上基準」に記載しています。

（単位：千円）

区　　　分

（単位：千円）

摘　　　要
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（９）　資本金及び資本剰余金の明細

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要

島根県出資金 13,894,559 － － 13,894,559

計 13,894,559 － － 13,894,559

資本剰余金

　無償譲与 106,372 － 1,423 104,949 （注１）

　寄附金等 2,000 － － 2,000

　施設費 1,244,869 239,317 7,910 1,476,275 （注１）、（注２）

計 1,353,241 239,317 9,334 1,583,224

損益外減価償
却累計額

▲ 2,873,072 ▲ 320,275 ▲ 6,271 ▲ 3,187,076 （注１）、（注３）

損益外減損損
失累計額

▲ 6,575 － － ▲ 6,575

損益外利息費
用累計額

▲ 67 － － ▲ 67

差引計 ▲ 1,526,473 ▲ 80,958 3,062 ▲ 1,610,493

（注１）　当期減少額は、構築物等の除却によるものです。

（注２）　当期増加額は、工具器具備品等の取得によるものです。

（注３）　当期増加額は、減価償却によるものです。

(単位：千円）

区　　　　分

資本金

資本剰余金
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（１０）　積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細

（１０）－１　積立金の明細

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要

118,312 158,592 － 276,904 （注１）

165,487 － 80,148 85,338 （注２）

283,799 158,592 80,148 362,243

(注１)　当期増加額は、前期未処分利益より島根県知事の承認のうえで積み立てられたものです。

(注２)　当期減少額は、教育研究目的の費用の発生による積立金取崩しによるものです。

（１０）－２　目的積立金の取崩しの明細

金額

80,148

80,148

地方独立行政法人法第40条第4項積立金
（前中期目標期間繰越積立金）

計

区　　　　分

地方独立行政法人法第40条第3項積立金
（目的積立金）

区分

前中期目標期間繰越積立金取崩額

計

教育研究及び業務運営充
実積立金

教育研究目的の費用発生

(単位：千円）

摘要

（単位：千円）
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（１１）　運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細　

（１１）－１　運営費交付金債務

平成29年度 － 1,765,473 1,685,641 79,832 － 1,765,473 －

計 － 1,765,473 1,685,641 79,832 － 1,765,473 －

（１１）－２　運営費交付金収益

（単位：千円）

（単位：千円）

交付年度 期首残高
交付金当期
交付額 運営費交付

金収益

資産見返運
営費交付金

等
資本剰余金 計

当期振替額

計 1,685,641

期末残高

業務等区分

期間進行基準

平成29年度交付分

1,639,353

費用進行基準 46,288

計

1,639,353

46,288

1,685,641
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（１２）　地方公共団体等からの財源措置の明細　

（１２）－１　施設費の明細

左の会計処理内訳

建設仮勘
定

資本剰余金 その他

15,965 － － 15,965

82,115 － 80,116 1,999

280,921 － 159,201 121,720

56,841 － － 56,841

435,842 － 239,317 196,525

（１２）－２　補助金等の明細

建設仮勘
定

資産見返
補助金等

資本剰余金
長期預り
補助金等

収益計上

地（知）の拠点整備事
業

19,651 － 151 － － 19,500

H29学部等設置事業
（準備経費）

68,685 － － － － 68,685

北東アジア地域研究推
進事業

7,950 － 10 － － 7,940

市民研究員と大学院生
の共同研究事業

500 － － － － 500

浜田市合宿等誘致事業 54 － － － － 54

地（知）の拠点大学に
よる地方創生推進事業

1,654 － － － － 1,654

計 98,494 － 161 － － 98,333

（単位：千円）

区　　　分 摘　　　要当期交付額

　区　　　分 当期交付額 摘　要
当期振替額

（単位：千円）

松江キャンパス備品費

計

出雲キャンパス追加設備工事費

出雲キャンパス移転費

出雲キャンパス備品費
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（１３）　役員及び職員の給与の明細　

支給額 支給人員 支給額 支給人員

常　 勤 26,415 2 4,827 1

非常勤 1,119 8 － －

計 27,534 10 4,827 1

常　 勤 1,451,456 214 41,460 4

非常勤 192,789 232 － －

計 1,644,245 446 41,460 4

常　 勤 1,477,871 216 46,288 5

非常勤 193,908 240 － －

計 1,671,779 456 46,288 5

（注１）常勤役員のうち、報酬の支給対象者である理事長及び副理事長に係る報酬の支給額等は

　　　　常勤役員の区分に計上し、給与の支給対象者である職員を兼ねる役員（理事）に係る給

　　　　与の支給額等は常勤教職員の区分に計上しています。

（注２）役員に対する報酬は、公立大学法人島根県立大学役員報酬規程に基づき支給しています。

（注３）教職員の給与は、公立大学法人島根県立大学職員給与規程、公立大学法人島根県立大学

　　　　任期付教員給与規程、公立大学法人島根県立大学任期付事務職員等給与規程、公立大学

　　　　法人島根県立大学職員再雇用規程、公立大学法人島根県立大学非常勤職員給与規程及び

　　　　公立大学法人島根県立大学嘱託助手給与規程に基づき支給しています。

（注４）役員の退職給付は、公立大学法人島根県立大学役員退職手当規程に基づき支給していま

　　　　す。また、教職員の退職給付は、公立大学法人島根県立大学職員退職手当規程に基づき

　　　　支給しています。

（注５）非常勤役員には経営委員を、非常勤教職員には非常勤講師及びその他業務委嘱者を含ん

　　　　でいます。

（注６）支給人員は平均支給人員数を記載しています。ただし、非常勤役員については実人員数

　　　　を記載しています。

（注７）本表の支給額には法定福利費は含まれていません。

（注８）本表の支給額には受託研究費及び受託事業費による人件費は含まれていません。

（１４）　開示すべきセグメント情報

　　　　　  該当事項がないため、記載を省略しています。

（単位：千円、人）

退職給付

合　 計

役　 員

区　　　分

教職員

報酬又は給与
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（１５）　業務費及び一般管理費の明細

教育経費 受託研究費
消耗品費 16,302 消耗品費 348
管理物品費 9,118 印刷製本費 85
印刷製本費 14,540 旅費交通費 872
水道光熱費 53,836 通信運搬費 6
旅費交通費 43,723 修繕費 70
通信運搬費 16,047 諸会費 13
賃借料 3,148 報酬･手数料 24
車両燃料費 403 雑費 13 1,432
業務委託費 181,472 受託事業費
修繕費 20,135 給料 8,561
損害保険料 494 賞与 752
広告宣伝費 668 法定福利費 1,102
行事費 237 消耗品費 3,297
諸会費 758 印刷製本費 1,001
報酬･手数料 5,758 水道光熱費 465
奨学費 114,294 旅費交通費 5,482
減価償却費 17,160 通信運搬費 515
図書費 659 賃借料 341
支払リース料 1,987 車両燃料費 12
租税公課 164 業務委託費 1,015
雑費 7,796 508,700 損害保険料 10

研究経費 広告宣伝費 324
消耗品費 22,604 諸会費 611
管理物品費 7,686 報酬･手数料 787
印刷製本費 8,830 図書費 10
水道光熱費 11,981 支払リース料 274
旅費交通費 51,612 雑費 514 25,074
通信運搬費 4,085 役員人件費
賃借料 498 報酬 21,516
車両燃料費 1 賞与 6,018
業務委託費 22,999 退職給付費用 4,827
修繕費 2,298 法定福利費 3,256 35,617
損害保険料 59 教員人件費
広告宣伝費 54 常勤教員給与
諸会費 8,573 給料 741,209
会議費 85 賞与 244,665
報酬･手数料 4,691 退職給付費用 41,460
減価償却費 1,640 法定福利費 208,949 1,236,285
図書費 2,911 非常勤教員給与
支払リース料 10 給料 76,358
租税公課 1 法定福利費 11 76,370 1,312,654
雑費 1,990 152,607 職員人件費

教育研究支援経費 常勤職員給与
消耗品費 30,818 給料 371,942
管理物品費 4,080 賞与 93,639
印刷製本費 303 法定福利費 91,417 556,998
水道光熱費 6,906 非常勤職員給与
旅費交通費 1,422 給料 116,431
通信運搬費 14,942 法定福利費 15,229 131,659 688,657
賃借料 799 一般管理費
業務委託費 55,266 消耗品費 113,811
修繕費 3,263 管理物品費 65,910
損害保険料 42 印刷製本費 13,999
諸会費 607 水道光熱費 11,282
減価償却費 60,801 旅費交通費 15,209
図書費 40,916 通信運搬費 3,740
支払リース料 4,978 賃借料 7,986
雑費 193 225,337 車両燃料費 2,046

福利厚生費 2,279
業務委託費 87,541
修繕費 22,502
損害保険料 2,808
広告宣伝費 4,304
行事費 910
諸会費 3,237
報酬･手数料 2,942
租税公課 8,366
減価償却費 23,206
図書費 638
支払リース料 1,798
交際費 15
雑費 1,892 396,419

（単位：千円）
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（１６）　寄附金の明細

区　　分 当期受入額 件　　数
― 118,449 3,965
計 118,449 3,965

（注）　セグメントは単一のため、区分欄は記載を省略しています。

（１７）　受託研究の明細

区　　分 期首残高 当期受入額 受託研究等収益 期末残高
― － 1,432 1,432 －
計 － 1,432 1,432 －

（注）　セグメントは単一のため、区分欄は記載を省略しています。

（１８）　共同研究の明細
　　　　 　 該当事項がないため、記載を省略しています。

（１９）　受託事業等の明細

区　　分 期首残高 当期受入額 受託事業等収益 期末残高
― － 25,771 25,771 －
計 － 25,771 25,771 －

（注）　セグメントは単一のため、区分欄は記載を省略しています。

（２０）　科学研究費補助金等の明細
（単位：千円、件）

種　　目 当期受入額 件　　数 摘　　要

新学術領域
　　　　　（600）
　　　　　　180

1

基盤研究A
　　　　　（600）
　　　　　　180

1

基盤研究B
        （5,450）
          1,635

8

基盤研究C
       （18,960）
          5,658

33

挑戦的萌芽研究
        （4,100）
          1,230

2

若手研究B
        （1,100）
          　330

3

計
       （30,810）
          9,213

48

（注）　上段(　)内に直接経費相当額、下段に間接経費相当額を記載しています。

（２１）　上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細
（２１）－１　現金及び預金

（単位：千円）
区　　分 期末残高 摘　　要

現金 1,456
普通預金 1,007,230
定期預金 17,175

計 1,025,861

（２１）－２　未払金
（単位：千円）

期末残高 摘　　要
45,707
11,300
9,157
7,936
4,482

111,632
190,214

区　　　　　　　　分

株式会社えすみ松江営業所

扶桑電通株式会社中国支店

株式会社ニッセイコム中国支店
三菱電機ビルテクノサービス株式会社中国支社

浜田ビルメンテナンス株式会社

その他
計

（単位：千円、件）

（単位：千円）

（単位：千円）

現物寄附：10,162千円、3,845件
摘　　要
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